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令和３年７月２０日判決言渡  

令和３年（行ケ）第１００１３号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 令和３年５月２７日 

            判       決 

    5 

       原       告     株式会社トライアンフコーポレーション 

        

    

       被       告     Ｙ 

       同訴訟代理人弁理士     丸   山   重   輝 10 

       同             丸   山   智   貴 

            主       文 

     １ 原告の請求を棄却する。 

     ２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

            事 実 及 び 理 由 15 

第１ 請求 

  特許庁が取消２０１９－３００１７１号事件について令和２年１２月１８

日にした審決を取り消す。 

第２ 事案の概要 

   本件は，商標登録を取り消した審決の取消しを求める事案である。 20 

１ 特許庁における手続の経緯等（当事者間に争いがない。）。 

  ⑴ 原告は，別紙記載の商標（以下「本件商標」という。）について，平成２３

年８月９日に登録出願をし，平成２４年４月２７日に設定登録（登録第５４

８８９４６号）を受けた（以下，本件商標に係る商標権を「本件商標権」と

いう。）。 25 

  ⑵ 被告は，平成３１年３月４日，本件商標権者であったリンガフランカ株式
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会社（東京都新宿区西新宿７丁目３番４号。以下「リンガフランカ社」とい

う。）を被請求人として，本件商標の指定商品中，第４１類「語学に関する知

識の教授，国際文化に関する知識の教授，語学教育に携わる教師の育成のた

めの教育又は研修，語学又は国際交流に関する講座・講演会・会議の企画・

運営，書籍の制作，図書及び記録の供覧，放送番組の制作，教育研修のため5 

の施設の提供，通訳，翻訳」（以下「本件指定役務」という。）についての登

録取消しを求める不使用取消審判請求をした。 

  ⑶ 平成３１年３月１８日，本件に係る審判の請求の登録がされ，平成２８年

３月１８日ないし同３１年３月１７日が商標法５０条２項に規定する「審判

の請求の登録前３年以内」の期間（以下「要証期間」という。）となった。 10 

  ⑷ 特許庁は，前記審判請求を取消２０１９－３００１７１号事件として審理

したところ，令和元年７月３１日受付けのリンガフランカ社から原告に対す

る特定承継による本権商標権の移転の登録が同年１０月９日にされ，原告が

本件商標の商標権者となったことから，原告に対して審判手続が続行された。 

    特許庁は，令和２年１２月１８日，「登録第５４８８９４６号商標の指定商15 

品及び指定役務中，本件指定役務についての商標登録を取り消す。」旨の審決

（以下「本件審決」という。）をし，その謄本は，同月２８日，原告に送達さ

れた。 

  ⑸ 原告は，令和３年１月２６日，本件審決の取消しを求める本件訴訟を提起

した。 20 

 ２ 本件審決の理由の要旨 

   本件審決は，次のとおり，要証期間に日本国内において商標権者，専用使用

権者又は通常使用権者のいずれかが，本件指定役務について本件商標を使用し

たことが証明されたとは認められないから，本件商標の登録を取り消すべきも

のと判断した。 25 

  ⑴ 原告が発出したプレスリリース（甲５），原告のウェブサイト（甲８）及び
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動画公開サイト「ＹｏｕＴｕｂｅ」に開設した配信チャンネルで公開されて

いる動画（甲１１ないし１４。以下，この配信チャンネルを「本件チャンネ

ル」といい，本件チャンネルで公開されている動画を「本件動画」という。）

において本件商標と社会通念上同一のものと認められる商標が使用されてい

るが，これらに係る証拠中に記載された本件商標の各使用日は，要証期間の5 

ものではない。 

  ⑵ リンガフランカ社が平成２４年８月頃に「グロービッシュ・アカデミー」

というソーシャルネットワークサービス（甲５，８。以下「本件サービス」

という。）の運営を開始し，原告がその運営を引き継いだことはうかがえるも

のの，「ソーシャルネットワークサービスの運営」は本件指定役務の範囲に属10 

せず，また，要証期間に本件サービスが行われていたかは明らかではない。 

  ⑶ リンガフランカ社が平成２４年８月頃，「グロービッシュ学習プログラム

の提供」や「国際交流イベントの主催」を行っていたこと，同社が平成２５

年３月頃に本件商標と社会通念上同一の商標を表示して何らかの動画を配信

したことがうかがえるものの，いずれも要証期間のものとは認められない。 15 

第３ 当事者の主張 

   取消事由（本件商標の使用の証明に関する認定の誤り）の存否に係る当事者

の主張は，次のとおりである。 

 １ 原告 

  ⑴ 本件商標の使用者 20 

    本件サービスを提供していたリンガフランカ社は，平成２７年２月１６日，

株主総会決議により解散したが（甲１），同年５月２６日，親会社である原告

に対し，本件商標権，本件サービスに係るサイトのドメイン名等を現物配当

した（甲３）。原告は，リンガフランカ社が解散すると同時に，本件サービス

の運営を引き継いだ。 25 

    このように，本件商標は，登録された時から現在まで原告又はリンガフラ
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ンカ社によって使用されている。 

  ⑵ 本件サービスにおける本件商標の使用 

   ア 本件サービスでは本件商標が使用されており，そして，本件サービスが

要証期間を通じて現在まで行われていることは，本件サービス中に本件商

標が使用されているページが現在も印刷できること（甲８）から明らかで5 

ある。 

   イ 本件サービスは，グロービッシュ（Ｇｌｏｂｉｓｈ）の学習者のための

ＳＮＳサイトで行われるサービスである（甲５，１５，２５）。グロービッ

シュとは，ノンネイティブスピーカー（英語を母国語としない者）を含む

集団に使われる英語であり，コミュニケーションをスムーズに行うために，10 

発音の違いの許容，理解されにくい長文や難解な語彙の忌避，ジョークの

禁止といった特別なルールが定められているものであり，提唱者のフラン

ス人，Ａによって，「Ｇｌｏｂａｌ」と「Ｅｎｇｌｉｓｈ」とを併せた造語

として「グロービッシュ」と名付けられたものである（甲２６）。本件サー

ビスは，グロービッシュの実践のため，様々な国から来日した外国人スタ15 

ッフと日本人会員から成る参加者が，グロービッシュによって書き込みを

し，又は他の参加者のグロービッシュによる書き込みを読む機会を得るこ

とでグロービッシュの学習に役立てられている。そして，本件サービスで

は，会員が英語でメッセージを書き込む時に，基本１５００単語とその派

生語だけを使用することを推奨し，この範囲を超える単語を使用すると自20 

動的に警告が出て書き換えを示唆する機能を提供しており（甲２５，２７），

グロービッシュ学習者にとって有益な機能である。本件サイトは，会員約

５００名に対して，現在もグロービッシュの学習と実践の機会を提供し続

けている。 

     そうすると，本件サービスの提供は，本件指定役務のうち，少なくとも，25 

「語学に関する知識の教授」，「国際文化に関する知識の教授」又は「教育
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研修のための施設の提供」に該当する。 

  ⑶ 本件チャンネルにおける本件商標の使用 

   ア リンガフランカ社が，平成２５年３月９日から同年７月９日にかけて開

設して公開し，リンガフランカ社解散後に原告が承継した本件チャンネル

では，本件商標が使用されている本件動画（甲１１ないし１４）が公開さ5 

れている。本件チャンネルが閉鎖されず，本件動画が要証期間を通じて現

在まで誰でも閲覧可能であることは，本件チャンネルが現在でもインター

ネットで閲覧できること（甲１１ないし１４，１７）から明らかである。 

   イ 本件動画は，グロービッシュによるコミュニケーションの実情等を前記

Ａが講演したものの録画等（甲１１，１２，１８，１９）や，リンガフラ10 

ンカ社が運営していたグロービッシュ・ラーニング・センター（平成２２

年７月設置）のサービス内容を説明した動画（甲１３，１４，２０，２１）

であり，いずれも，動画の終わりに英語で「グロービッシュ・アカデミー

へ会員登録すれば，様々な国の人とグロービッシュで会話できます」とい

う趣旨の表示をして，視聴者が本件サービスの提供を受けるように誘導し15 

ている。 

     したがって，本件動画の公開は，本件指定役務のうち，少なくとも，「語

学に関する知識の教授」，「国際文化に関する知識の教授」又は「語学教育

に携わる教師の育成のための教育又は研修」についての本件商標の使用で

ある。 20 

 ２ 被告 

  ⑴ 本件商標の使用者の主張について 

    商標権の移転は，その登録により効力が発生するから（商標法３５条で準

用する特許法９８条１項１号），原告が本件商標の商標権者としての地位を

獲得したのは，リンガフランカ社から原告に本件商標権が移転登録された令25 

和元年１０月９日である。 
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    前商標権者が要証期間に本件商標を使用している事実が証明されれば，本

件商標の登録の取消を免れることができるが，前商標権者であるリンガフラ

ンカ社は，要証期間の始期前である平成２７年２月１６日に解散し，同年５

月２９日には清算結了となっているから（甲１），要証期間にリンガフランカ

社による本件商標の使用はない。 5 

    そして，前述のとおり，本件商標権が原告へ移転登録されたのは，要証期

間経過後である令和元年１０月９日であるから，要証期間に商標権者として

の原告による本件商標の使用はない。また，原告の主張する本件商標権の使

用が専用使用権に基づくものであるとしても，専用使用権もまた，その設定

登録により効力が発生するところ（商標法３０条４項で準用する特許法９８10 

条１項２号），専用使用権の登録はないから，原告は専用使用権者ではない。

さらに，本件商標権が原告に譲渡された日から原告へ本件商標権が移転登録

された日の前までに原告が黙示の使用許諾による本件商標の通常使用権を有

していたとしても，平成２７年５月２９日にはリンガフランカ社が清算結了

となって許諾者自身が存在しなくなったから，その時に通常使用権も消滅し15 

て，要証期間に通常使用権者としての原告による本件商標の使用もない。 

    このように，原告が商標権者，専用使用権者又は通常使用権者に該当する

者として要証期間に本件商標を使用したことはない。 

  ⑵ 本件サービスにおける本件商標の使用の主張について 

   ア 原告が立証した事実は，平成２４年８月８日に本件サービスが開始され20 

たこと（甲５）と，平成３１年４月１６日時点で本件サービスが提供され

ていること（甲８）だけであるところ，要証期間に本件サービスが提供さ

れていなくても，平成３１年４月１６日時点で本件サービスが改めて提供

されていれば，同日時点で本件サービスのページを印刷することは可能で

あるから，これらは，要証期間における本件商標の使用の事実を証明する25 

ものではない。さらに，本件商標を要証期間に本当に使用していたという
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ならば，その３年もの期間内の印刷物が１つも証拠として提示できないと

いうことは不自然である。 

   イ 原告が本件サービスにおいて提供しているのはＳＮＳの運営にすぎず，

本件サービスで提供されている役務は第４１類の役務の範囲には含まれ

ず，むしろ，第４５類の「オンラインによるソーシャルネットワーキング5 

サービスの提供」に含まれる役務である（乙１）。現に，原告の事業目的と

されているのは「関係会社の経営管理」等であり，「英語の教授および研究」

等の第４１類に属する役務に関係する事項はその事業目的とされていな

い（甲２）。 

  ⑶ 本件チャンネルにおける本件商標の使用の主張について 10 

   ア 原告が立証した事実は，平成２５年３月９日から同年７月９日にかけて

本件動画が順次投稿されたことと，令和２年１０月９日時点（甲１１ない

し１４）又は令和３年１月２８日時点（甲１７）で本件動画が閲覧できる

ことだけであり，これらは，要証期間における本件商標の使用の事実を証

明するものではない。要証期間に本件チャンネルが閉鎖されていても，令15 

和２年１０月９日時点又は令和３年１月２８日時点で本件動画が改めて

公開されていれば，各同日時点で本件動画を閲覧することは可能だからで

ある。 

   イ また，商標法制度上の観点からも，本件動画の公開をもって要証期間に

おける本件商標の使用を証明するものとすることは相当ではない。 20 

     本件チャンネルには本件動画４本のみが公開されており，これらは平成

２５年３月９日から同年７月９日にかけて投稿されたものであり，同日後

に公開された動画はない（甲１）。本件チャンネルに現在まで継続的に新し

い動画が公開されているならまだしも，要証期間が始まる時から約３年も

前の動画のみが本件チャンネルにおいて公開されていたからといって，こ25 

れを本件商標の使用と認めれば，単に動画サイトに１本でも動画を公開し
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ておけば，その後何ら新しい動画を公開しなくとも，要証期間における商

標の使用をしていることを認めることとなる。これは，業務上の信用が化

体していない商標にまでも商標法の保護を与えるものにほかならない。 

     したがって，商標法制度上の観点から，本件動画の公開をもって要証期

間における本件商標の使用を証明するものと認めることは相当ではない。 5 

   ウ 本件動画の公開が本件指定役務についての本件商標の使用であるとの主

張は，争う。 

第４ 当裁判所の判断 

 １ 認定事実 

   下記掲記の証拠及び弁論の全趣旨により認められる事実は，次のとおりであ10 

る。 

  ⑴ア 平成１１年１０月１９日 情報技術事業，教育文化事業等を目的として，

原告が設立された（甲２）。 

   イ 平成２１年５月１３日 英語の教授及び研究，翻訳通訳事業等を目的と

して，原告の１００パーセント出資の子会社であるリンガフランカ社が設15 

立され，原告代表者Ｂがその代表取締役を務めた（甲１，３）。 

   ウ リンガフランカ社は，その本店所在地において，「グロービッシュ・ラー

ニング・センター」との名称で，①会員に対して教科書等を用いて教室で

グロービッシュの学習機会を提供するサービス，②スタッフと数名の会員

とが教室でグロービッシュで特定のテーマについてディスカッションを20 

する機会を提供するサービスを行っていたほか，③外国人スタッフとイベ

ントを通じて交流を持つ機会を提供するサービスも行っていた（甲２２な

いし２４）。 

  ⑵ 平成２４年４月２７日，リンガフランカ社を商標権者として本件商標の設

定登録がされた（甲３１，３２）。 25 

  ⑶ 平成２４年８月８日，リンガフランカ社は，前記⑴ウ①ないし③のグロー
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ビッシュ学習プログラム等のサービスに代わるサービスとして，本件サービ

スの提供を開始した（甲４，５，８，１５，２８）。本件サービスは，グロー

ビッシュ学習者のためのコミュティサイトを提供するというものであり，グ

ロービッシュの基本１５００単語とその派生語だけを使って情報発信する日

記機能等が提供されていた（甲５，２７）。 5 

  ⑷ア 平成２５年３月９日，リンガフランカ社は，本件チャンネルを開設し（甲

１０，１７），同日，動画を投稿した（甲１０，１１，１８。以下，この動

画を「本件動画①」という。） 

     本件チャンネルには本件商標が表示されており，本件チャンネルの登録

者数は１０人である（甲１０）。また，本件動画①は，グロービッシュの提10 

唱者であるＡとの共著書を著述したＣに対するインタビューを録画した

もので，グロービッシュの紹介，その学習への誘導を内容とするものであ

り，最後にグロービッシュ・ラーニングセンターや本件サービスへの案内

等が表示されるものであるが，動画冒頭に本件商標が表示されている（甲

１１，１８）。 15 

   イ 同月１２日，リンガフランカ社は，本件チャンネルに更に動画を投稿し

た（甲１０，１２。以下，この動画を「本件動画②」という。）。本件動画

②は，Ａのメッセージを録画したもので，グロービッシュの紹介，その学

習への誘導を内容とするものであり，最後にグロービッシュ・ラーニング・

センターや本件サービスへの案内等が表示されるものであるが，動画冒頭20 

に本件商標が表示されている（甲１２，１９）。 

   ウ 同月１４日，リンガフランカ社は，更なる動画を投稿した（甲１０，１

３。以下，この動画を「本件動画③」という。）。本件動画③は，リンガフ

ランカ社が提供する前記⑴ウ②のサービスの説明を内容とするものであ

り，最後にグロービッシュ・ラーニング・センターや本件サービスへの案25 

内等が表示されるものであるが，動画冒頭に本件商標が表示されている



10 

（甲１３，２０）。 

   エ 同年７月９日，リンガフランカ社は，また更なる動画を投稿した（甲１

０，１４。以下，この動画を「本件動画④」という。）。本件動画④は，リ

ンガフランカ社が提供する前記⑴ウ③のサービスの説明を内容とするも

のであるが，動画冒頭に本件商標が表示されている（甲１４，２１）。 5 

  ⑸ 平成２５年７月１日，リンガフランカ社は，本件サービスについて，グロ

ービッシュの基本１５００単語とその派生語だけを使って他のユーザーと情

報交換をするＣｏｎｖｅｒｓａｔｉｏｎ機能を全面的にリニューアルした

（甲２５）。 

  ⑹ 平成２５年９月３０日，リンガフランカ社は，グロービッシュ・ラーニン10 

グ・センターを閉鎖し，同年１０月１日から本件サービスのみを提供するこ

ととなった（甲２８）。 

  ⑺ 平成２７年２月１６日，リンガフランカ社は，株主総会決議で解散し（甲

１），その代表清算人は原告代表者Ｂが務めた（甲１）。本件サービスは，原

告が「ＣＳＲ活動として」引き続き提供することとなり（甲９），リンガフラ15 

ンカ社の残余財産である普通預金約１１００万円の流動資産及び本件商標権，

本件サービスに係るドメイン等の資産は，いずれも原告に配当された（甲３）。 

    平成２７年５月２９日，リンガフランカ社の清算が結了した（甲１）。 

  ⑻ 平成３１年４月１６日時点で，本件サービスに係る会員認証ページには，

本件商標と同一の商標が表示されている（甲８）。また，上記同日時点では，20 

会員の書込みは，同日から遡って２年前に１人が，３年前に４人が，４年前

に１人がしていることを確認することができる（甲４）。 

  ⑼ 令和元年７月３１日受付けのリンガフランカ社から原告に対する特定承継

による本権商標権の移転の登録が同年１０月９日にされ，同日より，原告が

本件商標の商標権者となった（前記第２の１⑷）。 25 

 ２ 検討 
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  ⑴ 商標の使用について 

    事案の性質に鑑み，まず本件商標の使用の有無の点から検討，判断する。 

商標法は，５０条において，「日本国内」において「商標権者，専用使用権

者又は通常使用権者」のいずれかが「不使用取消審判請求に係る指定役務」

のいずれかについての登録商標の「使用」をしていることを商標権者が証明5 

しない限り，当該指定役務について当該商標の登録が取り消されると定め，

また，２条において，商標とは「業として」使用するものであり，その「使

用」とは，同条３項各号に列記されているのものに限ることを定めている。 

    したがって，本件において，商標権者である原告は，本件サービス又は本

件チャンネルにおける本件商標の使用が，日本国内において原告又はリンガ10 

フランカ社によって，本件指定役務について，業務に係る標章として同条３

項各号に列記されている態様で行われていることを立証することを要する。 

  ⑵ 本件サービスにおける本件商標の使用について 

   ア 前記１⑻のとおり，本件サービスに係る会員認証ページ（甲８）には，

本件商標と同一の商標が表示されており，また，同⑴ウ及び⑶のとおり，15 

本件サービスは日本国内における日本人も対象としていることが明らか

であるから，本件商標は，日本国内において使用されているといえる。 

     しかしながら，上記ページは，要証期間経過後で本件審判請求がされた

後の平成３１年４月１６日に印刷されたものにすぎず，要証期間に同ペー

ジに本件商標が表示されていたことを直ちに明らかにするものではない20 

し，自己のウェブサイトの表示を変えることは容易であるから，この証拠

だけから要証期間に本件商標が表示されていたことを推認できるもので

もない。 

     したがって，要証期間に本件サービスで本件商標が使用されていること

を認めるに足りる証拠はないというべきである。 25 

   イ 仮に，要証期間に本件サービスに係る会員認証ページに本件商標が表示
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されていたとしても，本件商標は本件指定役務の範囲に含まれる役務につ

いて使用されているとはいえない。 

     すなわち，本件指定役務のうち，「語学に関する知識の教授」，「国際文化

に関する知識の教授」又は「教育研修のための施設の提供」は，人に対す

る教育又は知能を開発するための役務であるが，本件サービスは，会員が5 

ＳＮＳを利用して会員同士で情報発信，情報交換をするものであり，その

際に使用できる言葉をグロービッシュの基本単語１５００語又はその派

生語に限定したというにすぎず，実態としては個人間の交流の場を提供し

ているだけのサービスである。したがって，本件サービスが主体的に知識

の教授や教育研修を行っているとはいえず，本件サービスを利用すること10 

でグロービッシュについての能力が向上することがあるとしても，それは，

単なる副次的な作用，効果にすぎない。 

     そうすると，本件サービスの提供は，「語学に関する知識の教授」，「国際

文化に関する知識の教授」又は「教育研修のための施設の提供」のいずれ

にも該当しないというべきである。 15 

   ウ したがって，その余の点について判断するまでもなく，本件サービスに

おいて，要証期間に上記各指定役務について本件商標の使用がされていた

とは認められない。 

  ⑶ 本件チャンネルにおける本件商標の使用について 

   ア 前記１⑷のとおり，本件動画①ないし④には，その冒頭に本件商標と同20 

一の商標が使用されており，また，本件サービスやグロービッシュ・ラー

ニング・センターの案内を内容とするなど日本国内における日本人を対象

としていることが明らかであるから，当該商標は日本国内において使用さ

れているといえる。 

     また，前記１⑷のとおり，本件動画①ないし④の投稿日は要証期間開始25 

前の平成２５年３月９日から同年７月９日にかけてであるところ，要証期
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間経過後である令和２年１０月９日時点においても本件動画①ないし④

を視聴することが可能であり，同日時点の本件動画①の視聴回数が７５０

回，本件動画②の視聴回数が１１２５回，本件動画③の視聴回数が４３１

回，本件動画④の視聴回数が４３７回となっているから（甲１０），要証期

間に本件動画①ないし④が視聴され得る状態であったことは十分に推認5 

することができる。したがって，要証期間に本件商標が本件チャンネルに

おいて使用されたことが認められる（なお，被告は，要証期間に本件チャ

ンネルが閉鎖されていた可能性を否定することはできない旨主張するが，

閉鎖されていたことを疑うに足りる事情は見当たらない。）。 

   イ しかしながら，本件サービスの提供は，前記⑵イで判示したとおり，「語10 

学に関する知識の教授」又は「国際文化に関する知識の教授」，さらには「語

学教育に携わる教師の育成のための教育又は研修」のいずれの役務にも当

たらないというべきであるから，本件動画①ないし④が本件サービスの案

内を内容とするとしても，それが上記各指定役務に関する「広告」（商標法

２条３項８号）に該当する余地はない。 15 

 また，本件動画①及び②は，専らグロービッシュそのものの紹介を内容

とするものと把握される動画であって，具体的な役務との関連性が明確に

されているとはいえず，この点からも「役務に関する広告」（商標法２条３

項８号）とはいい難いものである。したがって，本件動画①及び②におけ

る本件商標の使用が，商標法２条３項所定の「使用」に該当するとは認め20 

られない。 

  さらに，本件動画③は，専らリンガフランカ社の前記１⑴ウ②のサービ

スの紹介を，本件動画④は，専ら前記１⑴ウ③のサービスの紹介を内容と

するとものとそれぞれ把握される動画であるところ，前記１⑹及び⑺のと

おり，リンガフランカ社は，要証期間前の平成２５年９月３０日には上記25 

両サービスを終了させており，原告は，同サービスの運営を引き継いでい
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ないから，本件動画③及び④を「役務に関する広告」（商標法２条３項８号）

と捉えるとしても，その内容は，事業として行われていない実態のサービ

スに関するものにすぎない。そうすると，本件動画③及び本件動画④は，

業として行われている役務について使用されているものではないから，そ

こに本件商標が表示されているとしても，その本件商標の使用を商標とし5 

ての使用と解することはできない。 

   ウ 以上によれば，本件チャンネルで公開されている動画である本件動画①

ないし④における本件商標の使用は，いずれにしても商標法２条３項所定

の「使用」とはいえない，あるいは商標的使用とはいえないことになる。 

  ⑷ 小括 10 

    以上の次第で，本件商標が，要証期間中，本件指定役務のうち，「語学に関

する知識の教授」，「国際文化に関する知識の教授」，「教育研修のための施設

の提供」又は「語学教育に携わる教師の育成のための教育又は研修」の役務

について使用されていたと認めることはできず，また，原告は，本件指定役

務のうち，上記役務を除く役務について要証期間に本件商標が使用されてい15 

る点について具体的に主張立証をしておらず，本件証拠からもその使用をう

かがうことはできない。 

    したがって，要証期間に本件商標が本件指定役務について使用された旨の

立証はないというべきであるから，本件商標の使用者に係る点について判断

するまでもなく，いずれにしても本件審決の判断に誤りはない。 20 

 ３ 結論 

   よって，取消事由は理由がないから，原告の請求を棄却することとして，主

文のとおり判決する。 

 

     知的財産高等裁判所第４部 25 
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中   村       恭 
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 （別紙） 

 

 商標 

   

  登録番号  商標登録第５４８８９４６号 5 

  出 願 日  平成２３年８月９日 

  登 録 日  平成２４年４月２７日 

  商品及び役務の区分並びに指定商品又は指定役務 

        第９類「電子書籍，音声・音楽・画像・文字情報を記憶させた記

録媒体，電子計算機用プログラムを記憶させた記録媒体，その10 

他の電子応用機械器具及びその部品」 

        第１６類「書籍，辞書，事典，参考書，新聞，雑誌，学習教材用

印刷物，その他の印刷物」 

        第３５類「広告，商品の販売促進又は役務の提供促進のためのク

ーポン若しくはポイントの発行・清算・管理又はこれらに関す15 

る情報の提供，商品の販売に関する情報の提供，商品の売買契

約の媒介又は取り次ぎ，語学教育に携わる教師又は教育機関の

斡旋及びこれらに関する情報の提供，経営の診断又は経営に関

する助言，市場調査，広告用具の貸与，自動販売機の貸与」 

        第４１類「語学に関する知識の教授，国際文化に関する知識の教20 
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授，語学教育に携わる教師の育成のための教育又は研修，語学

又は国際交流に関する講座・講演会・会議の企画・運営，書籍

の制作，図書及び記録の供覧，放送番組の制作，教育研修のた

めの施設の提供，通訳，翻訳」 

以上 5 


